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平
成
22
年
度
は
新
た
な
飛
躍
の
年
と

し
て
位
置
づ
け
、
攻
め
の
自
治
体
経
営

を
さ
ら
に
進
め
て
い
き
ま
す
。

　
現
在
、
地
方
自
治
体
に
対
す
る
役
割

は
、
確
実
に
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
わ
た

し
た
ち
は
、
そ
の
責
任
を
果
た
す
こ
と

が
で
き
る
よ
う
、
市
全
体
お
よ
び
各
部

が
自
ら
適
切
な
意
思
決
定
で
き
る
自
律

的
か
つ
持
続
可
能
な
組
織
を
目
指
す
も

の
と
し
ま
す
。

　
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
の
結
果
、
財

政
状
況
は
順
調
に
改
善
し
つ
つ
あ
り
、

平
成
22
年
度
の
当
初
予
算
は
、
財
政
調

整
基
金
の
取
り
崩
し
を
行
わ
ず
に
編
成

す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
し
か
し
、

予
断
を
許
さ
な
い
状
況
は
変
わ
ら
ず
、

今
後
も
行
政
施
策
の
構
造
的
な
改
革
を

し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
市
で
は
、
重
要
戦
略
と
し
て
、
５
つ

の
テ
ー
マ
を
次
の
と
お
り
設
定
し
て
い

ま
す
。

①
子
ど
も
を
伸
ば
す
教
育

　
支
援
員
な
ど
を
増
や
し
、
個
別
の
対

応
を
し
や
す
く
す
る
こ
と
で
、
授
業
力

の
向
上
を
狙
い
ま
す
。
ま
た
、
毎
年
の

学
力
調
査
な
ど
に
よ
っ
て
、
子
ど
も
の

伸
び
や
個
性
を
把
握
し
、
そ
れ
ぞ
れ
に

合
っ
た
教
育
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

②
ご
み
30
％
減
量

　
新
し
い
ご
み
処
理
技
術
の
検
討
や
、

市
民
の
皆
さ
ん
に
段
階
的
に
新
た
な
取

り
組
み
を
お
願
い
す
る
た
め
の
方
策
の

研
究
な
ど
進
め
て
い
き
ま
す
。

③
地
域
内
で
人
、
モ
ノ
、
金
が
循
環
す

　
る
仕
組
み
づ
く
り

　
市
民
活
動
応
援
補
助
金
や
ふ
る
さ
と

応
援
寄
附
の
推
進
を
行
い
ま
す
。
さ
ら

に
新
た
な
交
通
の
あ
り
方
や
地
域
通
貨

な
ど
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
ま
す
。

④
定
住
促
進

　
オ
リ
ー
ブ
団
地
販
売
の
た
め
の
事
業

費
を
予
算
化
し
て
い
ま
す
が
、
今
後
は

働
く
場
所
の
確
保
を
行
い
、
生
産
年
齢

人
口
を
維
持
し
て
い
く
た
め
の
研
究
を

重
ね
て
い
き
ま
す
。

⑤
錦
海
塩
田
跡
地
の
活
用

　
今
後
の
動
向
を
注
意
深
く
見
な
が

ら
、
市
民
の
皆
さ
ん
を
交
え
て
錦
海
塩

田
跡
地
の
今
後
を
考
え
る
た
め
の
枠
組

み
を
考
え
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
の
提
案
に
十
分

応
え
ら
れ
て
い
な
い
部
分
も
あ
り
ま
す

が
、
平
成
22
年
度
に
お
い
て
さ
ら
に
研

究
を
重
ね
、
必
要
な
事
業
を
打
ち
出
し

て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

は
じ
め
に

機
構
改
革

平
成
22
年
度
予
算

　
平
成
22
年
度
か
ら
「
総
合
政
策
機
能

の
充
実
」、「
統
制
チ
ェ
ッ
ク
機
能
の
充

実
」、
「
弾
力
的
な
組
織
運
営
と
窓
口

サ
ー
ビ
ス
の
充
実
」、「
業
務
の
平
準
化
」

を
目
的
と
し
て
、
次
の
よ
う
に
機
構
改

革
を
行
い
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
総
務
部
は
、
現
在
の
地
域
安
全
推
進

室
を
総
務
課
の
課
内
室
と
し
、
新
た
に

公
有
財
産
、
物
品
の
一
括
管
理
、
法
令

遵
守
、
内
部
統
制
な
ど
を
担
当
す
る
契

約
管
財
課
を
所
管
し
ま
す
。

　
現
在
の
企
画
財
政
部
は
、
名
称
を
総

合
政
策
部
と
し
、
政
策
調
整
課
、
財
政

課
、
そ
し
て
企
画
振
興
課
か
ら
名
称
を

変
更
し
、
こ
れ
ま
で
の
業
務
に
加
え
新

た
に
男
女
共
同
参
画
、
錦
海
塩
田
跡
地

問
題
な
ど
を
担
当
す
る
ま
ち
づ
く
り
推

進
課
を
所
管
し
ま
す
。

　
市
民
生
活
部
は
、
現
在
の
市
民
課
、

生
活
環
境
課
に
加
え
、
税
務
課
、
収
納

推
進
課
、
支
所
、
出
張
所
を
所
管
し
、

よ
り
弾
力
的
な
組
織
運
営
と
窓
口
サ
ー

ビ
ス
の
充
実
を
図
る
こ
と
と
し
て
お
り

ま
す
。

　
産
業
建
設
部
は
、
産
業
振
興
課
の
耕

地
係
を
建
設
課
に
移
管
し
、
技
術
系
職

員
を
集
約
す
る
こ
と
に
よ
り
、
機
能
の

充
実
を
図
り
ま
す
。

　
本
市
の
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、

緩
や
か
な
景
気
回
復
の
見
通
し
の
一

方
、
雇
用
情
勢
の
一
層
の
悪
化
な
ど
の

リ
ス
ク
を
考
え
な
が
ら
国
の
動
向
を
見

極
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
従
っ
て
、

ま
ず
は
徹
底
し
た
見
直
し
に
よ
り
さ
ら

に
無
駄
を
省
き
、
事
務
事
業
の
選
別
化
・

重
点
化
に
取
り
組
む
こ
と
な
ど
を
心
掛

け
、
さ
ま
ざ
ま
な
状
況
の
変
化
に
対
応

で
き
る
よ
う
配
慮
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
予
算
の
歳
入
の
う
ち
、
市

税
に
つ
い
て
は
、
対
前
年
比
０
・
７
％

（
３
、
１
９
６
万
７
千
円
）
の
増
と
見
込

ん
で
い
ま
す
。
地
方
交
付
税
は
、
対
前

年
比
10
・
０
％
（
４
億
３
、
０
０
０
万

円
）
の
増
、
同
様
に
財
源
不
足
の
補
て

ん
分
と
し
て
の
臨
時
財
政
対
策
債
も

対
前
年
比
14
・
７
％
（
１
億
９
０
０
万

円
）
の
増
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。
地
方

譲
与
税
に
つ
い
て
は
、
対
前
年
比
４
・

５
％
（
８
０
０
万
円
）
の
減
と
見
込
ん

で
い
ま
す
。
市
債
に
つ
い
て
は
、
実
質

公
債
費
比
率
が
、
基
準
と
な
る
18
％
を

超
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、
市
債
の
発
行

額
が
償
還
額
を
下
回
る
よ
う
抑
制
し
て

お
り
、
対
前
年
比
８
・
９
％
（
１
億
２
、

０
３
０
万
円
）
の
減
と
な
り
ま
す
。

　
次
に
、
歳
出
で
す
が
、
人
件
費
、
扶

助
費
、
公
債
費
な
ど
の
義
務
的
経
費
が

70
億
６
、
４
３
６
万
円
で
全
体
の
50
・

３
％
を
占
め
、
人
件
費
、
公
債
費
は
対

前
年
比
減
と
な
っ
た
も
の
の
、
扶
助
費

の
増
加
に
よ
り
義
務
的
経
費
は
、
対
前

年
比
４
・
５
％
の
増
と
な
り
ま
す
。
ま

た
、
物
件
費
、
維
持
補
修
費
、
補
助

費
と
い
っ
た
そ
の
他
の
経
費
は
、
57

億
５
、６
２
６
万
３
千
円
で
、
構
成
比

は
41
・
０
％
と
な
り
、
対
前
年
比
４
・
５

％
の
増
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
国
民

健
康
保
険
事
業
会
計
、
下
水
道
事
業
会

計
な
ど
へ
の
繰
出
金
が
増
額
と
な
っ
た

こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。
市
道
南
北
線

新
設
事
業
費
、
市
道
尾
張
百
田
線
改
良

事
業
費
な
ど
が
対
象
と
な
る
投
資
的
経

費
は
12
億
２
、
１
８
７
万
円
で
、
構
成

比
は
８
・
７
％
と
な
り
ま
す
。
投
資
的

経
費
の
う
ち
補
助
事
業
が
対
前
年
比
12

・
７
％
の
減
と
な
っ
て
お
り
、
投
資
的

経
費
全
体
で
は
対
前
年
比
５
・
０
％
の

減
と
な
り
ま
す
。

　
こ
の
他
に
も
戦
略
重
点
枠
と
し
て

「
子
ど
も
を
伸
ば
す
教
育
」、「
ご
み

30
％
減
量
」、「
地
域
内
で
人
、
モ
ノ
、

金
が
循
環
す
る
仕
組
み
づ
く
り
」、「
定

住
促
進
」
に
係
る
事
業
に
つ
い
て
、
そ

れ
ぞ
れ
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
結
果
、
一
般
会
計
予
算
は
、

１
４
０
億
４
、
２
４
９
万
３
千
円
、
対

前
年
比
３
・
６
％
（
４
億
８
、
６
１
４

万
５
千
円
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
こ

れ
ら
の
経
費
の
財
源
を
捻
出
す
る
た
め
、

事
務
事
業
の
見
直
し
や
人
件
費
の
削
減
、

投
資
的
経
費
の
抑
制
な
ど
の
取
り
組
み

を
行
っ
た
結
果
、
財
政
調
整
基
金
の
取

り
崩
し
を
行
わ
な
い
予
算
編
成
と
な
り

ま
し
た
。

　
今
後
も
、
さ
ら
な
る
行
政
改
革
に
取

り
組
み
、
持
続
可
能
な
財
政
構
造
の
構

築
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

行政報告とは、前回の市議会から次の市議会までの間に生じた市政

における主な出来事を市長や教育長が市議会で報告するものです。

２月定例議会が２月２５日から開かれ、武久顕也市長と福池敏和教育

長職務代理者が行政報告を行いました。

このページからはその要旨を紹介します。

なお、全文は市ホームページで紹介しています。

機構改革で市役所機能を充実


